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当社は、平成 28 年２月 12 日付けの取締役会決議において、第三者割当てにより、新株式（以下「本

株式」といいます。）、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（以下「本新株予約権付社債」といい、

そのうち社債のみを「本社債」といいます。）及び第２回新株予約権（以下「本新株予約権」といいま

す。）を発行すること、並びに金融商品取引法による届出の効力発生後に、下記の内容を含むコミット

メント条項付き第三者割当て契約を締結することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

１．募集の概要 

 

＜本株式発行の概要＞ 

（１） 払 込 期 日 平成 28 年３月１日 

（２） 発 行 新 株 式 数 普通株式 205,000 株 

（３） 発 行 価 額 １株当たり 978 円 

（４） 調 達 資 金 の 額 200,490,000 円 

（５） 募集又は割当方法 第三者割当ての方法による 

（６） 割 当 予 定 先 株式会社トランスジェニック 

（７） そ の 他 

当社は、株式会社トランスジェニック（以下「トランスジェニック」

といい、本新株予約権の割当予定先であるメリルリンチ日本証券株式

会社（以下「メリルリンチ日本証券」といいます。）とあわせて、個別

に又は総称して「割当予定先」といいます。）との間で、金融商品取引

法に基づく届出の効力発生後に、本株式に係る第三者割当て契約を締

結する予定です。 

 

＜本新株予約権付社債発行の概要＞ 

（１） 払 込 期 日 平成 28 年３月１日 

（２） 新株予約権の総数 20 個 

（３） 
各社債及び新株予

約 権 の 発 行 価 額 

社債：金 10,000,000 円 

（各社債の金額 100 円につき金 100 円） 

新株予約権：新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しません。 

（４） 
当 該 発 行 に よ る 

潜 在 株 式 数 
200,000 株（新株予約権１個につき 10,000 株） 

（５） 資 金 調 達 の 額 200,000,000 円（差引手取概算額） 

（６） 転 換 価 額 当初 1,000 円 
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（７） 募集又は割当方法 第三者割当ての方法による 

（８） 割 当 予 定 先 株式会社トランスジェニック 

（９） 利率及び償還期日 
年率：0.3％ 

償還期日：平成 33 年３月１日 

（10） 償 還 価 額 額面 100 円につき 100 円 

（11） そ の 他 

当社は、割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく届出の効

力発生後に、本新株予約権付社債に係る第三者割当て契約を締結

する予定です。 

 

＜本新株予約権発行の概要＞ 

（１） 割 当 日 平成 28 年３月１日 

（２） 発行新株予約権数 8,000 個 

（３） 発 行 価 額 新株予約権１個当たり 727 円（総額 5,816,000 円） 

（４） 
当 該 発 行 に よ る 

潜 在 株 式 数 

潜在株式数：800,000 株 

上限行使価額はありません。 

下限行使価額は 672 円ですが、下限行使価額においても、潜在株

式数は、800,000 株です。 

（５） 

資金調達の額（新株

予約権の行使に際し

て出資される財産の

価額） 

672,000,000 円 

（６） 
行 使 価 額 及 び 

行使価額の修正条件 

当初行使価額 840 円 

行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日の直前取引

日の当社普通株式の終値の 90％に相当する金額に修正されます

が、その価額が下限行使価額を下回る場合には、下限行使価額を

修正後の行使価額とします。 

（７） 募集又は割当方法 第三者割当ての方法による 

（８） 割 当 予 定 先 メリルリンチ日本証券株式会社 

（９） そ の 他 

当社は、メリルリンチ日本証券株式会社との間で、金融商品取引

法に基づく届出の効力発生後に、コミットメント条項付き第三者

割当て契約を締結する予定です。当該第三者割当て契約におい

て、以下の内容が定められています。詳細は、「３．資金調達方法

の概要及び選択理由 （１）資金調達方法の概要」に記載してお

ります。 

・ 当社による本新株予約権の行使の指定 

・ 当社による本新株予約権の行使の停止 

・ メリルリンチ日本証券による本新株予約権の取得に係る請求 

なお、当該契約において、本新株予約権の譲渡の際に当社取締役

会の承認が必要である旨が定められており、また、譲渡された場

合でも、上記のメリルリンチ日本証券の権利義務は、譲受人に引

き継がれる旨が規定されております。 

（注）本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額は、当初行使価額で全ての本新株

予約権が行使されたと仮定した場合の金額であります。行使価額が修正又は調整された場合に

は、調達資金の額は増加又は減少します。また、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない

場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、調達資金の額は減少します。 
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２．募集の目的及び理由 

 

当社は、下記「【資金調達の目的】」に記載の資金調達を行うために、様々な資金調達方法を検討い

たしましたが、下記「３．資金調達方法の概要及び選択理由 (２)資金調達方法の選択理由 【本資金

調達と他の資金調達方法との比較】」に記載のとおり、公募増資や MSCB 等の各種資金調達方法には各々

メリット及びデメリットがある中で、トランスジェニック及びメリルリンチ日本証券との間で協議を

進めてきた下記「３．資金調達方法の概要及び選択理由 (１)資金調達方法の概要」に記載された本株

式、本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行（以下「本資金調達」といいます。）は、下記「３．

資金調達方法の概要及び選択理由 (２)資金調達方法の選択理由 【本資金調達の特徴】」に記載のメ

リットがあることから、下記「３．資金調達方法の概要及び選択理由 (２)資金調達方法の選択理由 

【本資金調達のデメリット】」に記載のデメリットに鑑みても、本資金調達が当社の資金調達ニーズに

最も合致していると判断いたしました。そのため、本資金調達を行おうとするものであります。 

 

【資金調達の目的】 

① 当社の遺伝子組換えカイコを用いた技術は、抗体を含む組換えタンパク質の需要が高まる

中、品質、生産性、運用性、いずれにおいても従来の技術を凌ぐ有望な基幹技術として当社

の将来の事業を支えるものと期待しております。当社は、この基幹技術により、遺伝子組換

えカイコ繭からヒト型フィブリノゲン（※１）を効率よく作る画期的な作製法の開発に成功

しております。カイコ繭から抽出されるヒト型フィブリノゲンは、ウイルス混入の懸念がな

いため、従来の血液由来フィブリノゲンに比べ高い安全性を有しております。当社とアステ

ラス製薬株式会社は、遺伝子組換えカイコで生産したヒト型フィブリノゲンを原料とした医

薬品の製品化へ向け、共同研究を実施しております。また、GMP（※２）準拠によるヒト型フ

ィブリノゲンの試験生産を実施するために、前橋研究所（群馬県前橋市）におけるGMP対応設

備の建設が進行しております。設備建設のための資金は、９億円を予定しておりますが、設

備機器の性能の向上を図っていることや諸般の事情により、予定額が超過しております。設

備建設資金につきましては、平成25年７月５日発行の第１回新株予約権の行使により調達し

た資金、541百万円を充当し、不足額につきましては、金融機関からの借入れ（平成28年４月

頃を予定）や自己資金により調達する予定であります。しかしながら、第１回新株予約権の

行使による獲得資金が目標額の半分以下となったことや、前橋研究所の設備建設資金が予想

を大幅に超過したことにより、ヒト型フィブリノゲンの研究開発費のための運転資金が不足

する恐れがあります。 

② 抗体医薬品を取り巻く環境は、日々大きく変化しております。抗体医薬品の市場は、世界の

大型医薬品売上高ランキングのトップテン中、７品目以上を占めるほどに成長しております

が、2015年から続々と特許切れを迎えております。現在の一般的な抗体医薬品の生産方法で

は、宿主として動物細胞を用います。動物細胞を宿主として用いて生産した抗体の糖鎖には

「フコース」という糖が含まれます。「フコース」は、ADCC（抗体依存性細胞障害）活性（※

３）に非常に重要な要素となっており、糖鎖に「フコース」を含まない抗体は、「フコース」

を含む抗体に比べ、数十倍以上の高いADCC活性を発揮することが報告されています。つま

り、通常の動物細胞を宿主として用いる生産方法では、高いADCC活性を有した抗体を生産す

ることができません。一方、当社は、遺伝子組換えカイコにより生産した抗体の糖鎖には

「フコース」が含まれないことを発見し、カイコにより、高いADCC 活性を有する抗体医薬品

が製造できる可能性を示してきました。当社は、数年先を見据え、今がビジネスチャンスと

捉え、遺伝子組換えカイコを用いた技術を利用し、特許切れとなる有用な抗体医薬品の「バ

イオベター」の製品化を目指し、研究開発を進めてまいります。そのためには、優秀な技術

を有するパートナーとの連携等が必要となり、提携、M&Aも視野に入れた活動を展開するため

の研究開発資金や連携等の活動資金が必要となります。 

以上のように、遺伝子組換えカイコ事業は、当社の企業価値を向上させ、その結果、既存株

主の皆様の利益にも資するものと考えております。 

③ しかしながら、遺伝子組換えカイコにより医薬品（動物医薬品も含む。）原料を生産する事業

においては、短期的な収益化は見込めず、また、一般的に、当社を含むバイオベンチャー企
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業は、主力製品の開発から収益化に至るまでに長い時間と多額の投資を必要とします。加え

て、当社の主力製品である研究用試薬の売上は、医薬関連の研究分野における研究開発予算

に左右されるため景気動向の影響を受けやすいことから、当社の収益状況は常に不安定な環

境におかれています。そのため、当社の基幹事業である診断・試薬事業の強化を図る必要が

あり、相乗効果の期待できる企業と積極的に資本提携及び業務提携を行い、財務体質を強化

し、新しい技術の導入や双方の資産を有効に活用し、当社の強みであるアルツハイマー病、

がん及び炎症、糖及び脂質関連疾患の新製品を開発するための研究開発資金が必要となりま

す。 

④ また、当社は、新製品開発を進めるため、品質管理基準の向上を図り、生産能力の増強を目

指して、製品管理棟の建設を予定しており、そのための建設費が必要となります。 

⑤ 今回調達する資金は、上記の事業計画を実現するための資金として有効活用するとともに、

有利子負債である借入金の金融機関への返済に充当し、金利負担の軽減を図り財務の健全化

の向上に努めてまいります。 

 

（参考） 

 ※１ ヒト型フィブリノゲン：フィブリノゲン 

血液凝固に関わる中心的分子であり、外科手術における組織の接着・閉鎖、止血等に使用

されておりますが、複雑な構造をしたタンパク質であるため微生物等での作製が困難であ

り、現在でもヒト血液由来の製剤が使用されております。当社は、カイコ繭からヒト型フ

ィブリノゲンを効率よく作る画期的な作製法の開発に成功しております。 

※２ GMP 

「Good Manufacturing Practice」の略で、製造業における製造管理、品質管理の基準を

指し、原材料の入荷から製造、最終製品の出荷に至る全ての工程を、製品が「安全」に作

られ「一定の品質」が保たれるよう定めたものです。製薬業界では医薬品 GMPを適正に運

用することが、義務として課せられております。 

※３ ADCC（抗体依存性細胞障害）活性 

抗体が抗原となる細胞や病原体に結合すると、その抗体がマクロファージや NK 細胞等の

エフェクター細胞を呼び寄せ、細胞や病原体を殺傷します。これを、抗体依存性細胞障害

（ADCC）活性といいます。ADCC 活性は、抗体医薬品の抗腫瘍作用において、大変重要な

メカニズムと考えられています。抗体に付加されている糖鎖にコアフコースが含まれない

と、ADCC 活性は飛躍的に上昇します。 

 

３．資金調達方法の概要及び選択理由 

 

（１）資金調達方法の概要 

 

本資金調達は、トランスジェニックに対して本株式及び本新株予約権付社債を第三者割当ての方法

により割り当てるとともに、当社がメリルリンチ日本証券に対し、行使可能期間を２年間とする行使

価額修正条項付き新株予約権（行使価額修正条項の内容は、別紙３の発行要項第 10 項に記載されてい

ます。）を第三者割当ての方法によって割り当て、メリルリンチ日本証券による新株予約権の行使に伴

って当社の資本が増加する仕組みとなっています。 

当社は、トランスジェニックとの間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生後に本株式及び本

新株予約権付社債のそれぞれにつき第三者割当て契約を締結し、メリルリンチ日本証券との間で、金

融商品取引法に基づく届出の効力発生後に、コミットメント条項付き第三者割当て契約を締結いたし

ます。トランスジェニックとの間で締結する第三者割当て契約には特殊な条項は含まれておりません

が、メリルリンチ日本証券との間で締結するコミットメント条項付き第三者割当て契約には、下記の

内容が含まれております。 

 

【本新株予約権の行使の指定】 

コミットメント条項付き第三者割当て契約は、あらかじめ一定数の行使価額修正条項付き新株予

約権（行使価額修正条項の内容は、別紙３の発行要項第 10 項に記載されています。）をメリルリンチ

日本証券に付与した上で、今後資金需要が発生した際に、当社が、下記に記載するような一定の条件

に従って本新株予約権を行使すべき旨及び行使すべき本新株予約権の数を指定（以下「行使指定」と
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いいます。）できる仕組みとなっており、メリルリンチ日本証券は、かかる指定を受けた場合、指定

された数の本新株予約権を 20 取引日の期間中に行使することをコミットします。但し、かかる指定

を受けた場合であっても、当社普通株式の終値が下限行使価額の 120％に相当する金額を下回った場

合や当社から本新株予約権の取得に関する通知を受け取った場合等、一定の場合には、メリルリンチ

日本証券は指定された数の本新株予約権を行使しないことができます。当社は、この仕組みを活用す

ることにより、資金需要に応じた機動的な資金調達を行うことができます。 

但し、当社が一度に指定できる本新株予約権の数には一定の限度があり、本新株予約権の行使に

より交付されることとなる当社普通株式の数が、指定の前日までの１ヶ月間又は３ヶ月間における

当社普通株式の１日当たり平均出来高数のいずれか少ない方の３日分を超えないように指定する必

要があります。複数回の指定を行う場合には 20 取引日以上の間隔を空けなければならず、また、当

社普通株式の終値が本新株予約権の下限行使価額の 120％に相当する金額を下回る場合、未公表のイ

ンサイダー情報等がある場合、当社の財政状態又は業績に重大な悪影響をもたらす事態が発生した

場合等一定の場合には当社はかかる指定を行うことはできません。なお、当社は、上記の指定を行っ

た場合、その都度、適時開示を行います。 

 

【本新株予約権の行使の停止】 

当社は、その裁量により、本新株予約権の全部又は一部につき、行使することができない期間を

指定（以下「停止指定」といいます。）することができます。停止指定の期間は当社の裁量により決

定することができ、また、当社は、一旦行った停止指定をいつでも取り消すことができます。但し、

上記の本新株予約権を行使すべき旨の指定を受けてメリルリンチ日本証券がコミットしている本新

株予約権の行使を妨げることとなるような停止指定を行うことはできません。 

 

【本新株予約権の取得に係る請求】 

メリルリンチ日本証券は、平成 28 年３月２日から平成 30 年１月 31 日の間のいずれかの取引日に

おける当社普通株式の終値が本新株予約権の下限行使価額を下回った場合に当該取引日の翌取引日

に当社に対して通知することにより、又は平成 30 年２月１日以降平成 30 年２月６日までに当社に

対して通知することにより、本新株予約権の取得を請求することができ、かかる請求がなされた場

合、当社は、本新株予約権の発行要項に従い、新株予約権の払込金額と同額の金銭を支払うことによ

り、原則として 15 取引日以内に本新株予約権を取得します。 

 

【本新株予約権の譲渡】 

コミットメント条項付き第三者割当て契約に基づいて、本新株予約権の譲渡には当社取締役会の

承認が必要となり、また、本新株予約権が譲渡された場合でも、当社が割当予定先に対して本新株予

約権の行使指定、停止指定及びその取消しを行う権利、並びに割当予定先が当社に対して本新株予約

権の取得を請求する権利は、譲受人に引き継がれます。 

 

（２）資金調達方法の選択理由 

 

本資金調達による資金調達方法は、本株式及び本新株予約権付社債の発行により証券の発行時に一

定程度の資金を調達した上で、発行後は、本新株予約権の行使に伴って当社の資本が増加する仕組み

となっています。調達資金の内訳としては、相対的に本新株予約権の行使による調達の比重が大きく

なっておりますが、本新株予約権については、当社が新株予約権の行使の数量及び時期を相当程度コ

ントロールすることができるという特徴をもっています。すなわち、当社に資金需要が発生し、本新株

予約権の行使を希望する場合には、一定の期間内に行使すべき本新株予約権の数を指定することがで

き、一方で、株価動向等を勘案して当社が本新株予約権の行使を希望しない場合には、本新株予約権を

行使することができない期間を指定することもできる手法（エクイティ・コミットメントライン）で

す。そのため、資金需要に応じた柔軟な資金調達が可能になるとともに、株価に対する一時的な影響が

小さいものと考えられます。 

当社は、本資金調達に際し、多様な資金調達手段を検討し、本資金調達に関する以下のような点を

総合的に勘案した結果、本資金調達は、本株式及び本新株予約権付社債の発行により、発行時に一定程

度のまとまった資金の調達をしつつ、発行後の資金調達額や時期をある程度コントロールすることが

でき、一時に大幅な株式価値の希薄化が生じることを抑制することが可能であり、既存株主の利益に

配慮しながら当社の資金ニーズに対応しうる、現時点における最良の選択であると判断しました。 

 

【本資金調達の特徴】 
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① 本株式及び本新株予約権付社債の発行により、証券の発行時に一定程度の資金を調達するこ

とが可能であること。 

② 証券の発行後においても、当社の資金需要や株価動向を総合的に判断した上で、柔軟な資金

調達が可能であること。 

③ 本株式については発行時において発行される当社普通株式数が205,000株で確定され、また、

本新株予約権付社債についても、修正条項は付されておらず、本新株予約権付社債の転換に

より発行される当社普通株式数は 200,000 株で一定であって、また、本新株予約権について

も、修正条項が付されているものの、本新株予約権の目的である当社普通株式数は 800,000 株

で一定であるため、株価動向によらず、最大増加株式数は限定されていること。なお、本資金

調達に関して、本株式の数に本新株予約権付社債が全て転換された場合に交付される株式数

及び本新株予約権が全て行使された場合に交付される株式数を合算した総株式数は

1,205,000 株（議決権数 12,050 個）であり、平成 27 年 12 月 31 日現在の当社発行済株式総数

6,547,590 株及び議決権数 65,433 個を分母とする希薄化率は 18.40％（議決権ベースの希薄

化率は 18.42％）に相当します。 

④ 本新株予約権については、当社普通株式の終値が下限行使価額の 120％に相当する金額を下回

る場合、割当予定先に対して本新株予約権の行使を指定することはできず、また、当社普通株

式の終値が下限行使価額を下回る場合、割当予定先が本新株予約権の取得を請求する権利を

有することになるというデメリットはあるが、本新株予約権の行使価額には上限が設定され

ていないため、株価上昇時には調達金額が増大するというメリットを当社が享受できること。 

⑤ 本新株予約権については、当社の判断により、本新株予約権の払込金額と同額の金銭を支払

うことで、本新株予約権の全部又は一部を取得することができること。 

⑥ 本株式及び本新株予約権付社債の割当予定先であるトランスジェニックからは、原則として

長期保有の方針である旨を口頭で確認しており、また、本新株予約権の割当先であるメリル

リンチ日本証券は、本新株予約権の行使により取得する当社普通株式を長期間保有する意思

を有していないものの、かかる当社普通株式に関連して株券貸借に関する契約を締結する予

定はないこと。 

⑦ 当社は、トランスジェニックとは、2011 年３月 11 日に包括的業務提携契約を締結し、以来、

基幹技術の相互補完、相互の営業網の活用、共同研究の開始と相乗効果を生むべく取り組む

とともに、戦略的な協力関係により緊密な協力体制を構築していること。また、メリルリンチ

日本証券には本新株予約権の発行と同様のスキームに関して十分な実績があると認められる

こと。 

 

【本資金調達のデメリット】 

① 規模は大きくないが、本株式の発行に関しては、１株当たり利益の希薄化が一時に起こるの

は避けられないこと。 

② 本新株予約権付社債については、株価が転換価額を下回って推移した場合、転換が起こらず、

満期時に償還しなければならない可能性があること。 

③ 本新株予約権付社債及び本新株予約権については、市場環境に応じて、転換完了又は行使完

了までには一定の期間が必要となり、本新株予約権については、行使が生じなければ実質的

な資金調達とならないこと。 

④ 本新株予約権については、株価が下落した場合、実際の調達額が当初の予定額を下回る可能

性があること。 

⑤ 本新株予約権については、株価が下限行使価額を下回って推移した場合、調達ができない可

能性があること。 

 

【本資金調達と他の資金調達方法との比較】 

① 公募増資による新株の発行は、資金調達が一時に可能となりますが、同時に１株当たり利益

の希薄化をも一時に引き起こすため、本資金調達と同規模の資金を全て公募増資による新株

の発行により調達した場合、株価に対する直接的な影響が大きいと考えられること。 

② 株価に連動して転換価額が修正される転換社債型新株予約権付社債（いわゆる「MSCB」）の発

行条件及び行使条件等は多様化していますが、一般的には、転換により交付される株数が転

換価額に応じて決定されるという構造上、転換の完了まで転換により交付される株式総数が

確定しないため、株価に対する直接的な影響が大きいと考えられること。 

③ 他の行使価額修正型の新株予約権については、行使の制限や制限の解除のみが可能なスキー

ムがありますが、本新株予約権については、これらに加えて、一定期間内に行使すべき新株予
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約権の数を指定することも可能であり、より機動的な資金調達を図りやすいと考えられるこ

と。また、行使価額が修正されない新株予約権については、株価上昇時にその上昇メリットを

当社が享受できず、一方で株価下落時には行使が進まず資金調達が困難となること。 

④ 第三者割当てによる新株の発行は、資金調達が一時に可能となりますが、本資金調達と同規

模の資金を全て第三者割当てによる新株の発行により調達した場合、同時に１株当たり利益

の希薄化をも一時に引き起こすため、株価に対する直接的な影響が大きいと考えられること。 

⑤ 借入れによる資金調達は、調達金額が負債となるため、本資金調達と同規模の資金を全て借

入れにより調達した場合、財務健全性の低下が見込まれること。 

 

４．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

 

（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 

 

・払込金額の総額 

本株式の払込金額の総額 200,490千円 

本新株予約権付社債の払込金額の総額 200,000千円 

本新株予約権の払込金額の総額及び本新株予約権の行使 

に際して出資される財産の価額の合計額 677,816千円 

・発行諸費用の概算額 15,000千円 

・差引手取概算額 1,063,306千円 

 

（注）１．上記差引手取概算額は、上記払込金額の総額から、発行諸費用の概算額を差し引いた金額

です。 

２．発行諸費用の概算額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

３．本新株予約権の行使価額が修正又は調整された場合には、払込金額の総額及び発行諸費用

の概算額は増加又は減少します。また、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場

合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、払込金額の総額及び発行諸費用

の概算額は減少します。 

４．発行諸費用の概算額は、弁護士費用、価額算定費用、信託銀行費用等の合計額でありま

す。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

具体的な資金使途 
金額 

（百万円） 
支出予定時期 

① 前橋研究所における医薬品原料の実用化に

向けた研究開発資金（遺伝子組換えカイコ

事業） 

300 
平成 28 年７月 

～平成30年３月 

② 遺伝子組換えカイコによる新規有用タンパ

ク質候補獲得のための研究開発費及び事業

化に向けた、提携パートナーの獲得活動資

金（遺伝子組換えカイコ事業） 

200 
平成 28 年７月 

～平成31年３月 

③ アルツハイマー病、がん及び炎症、糖及び

脂質関連疾患の新製品開発を推進するため

の研究開発費（診断・試薬事業） 

200 
平成 28 年３月 

～平成30年３月 

④ 上記に伴う、製品管理棟の建設工事（診断・

試薬事業） 
200 

平成 28 年 10 月 

～平成29年３月 

⑤ 有利子負債（銀行借入れ）の返済 163 
平成 28 年５月 

～平成30年３月 

 

①前橋研究所における医薬品原料の実用化に向けた研究開発資金（遺伝子組換えカイコ事業） 

遺伝子組換えカイコの繭より生産される有用なタンパク質を医薬品の原料として実用化する

ために、GMPに準拠した生産体制を構築することと大量生産に向けた試験生産を実施するための

研究開発費に充当する予定であります。 

なお、当資金は、本新株予約権の行使により獲得した資金を充当する予定であります。 
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②遺伝子組換えカイコによる新規有用タンパク質候補獲得のための研究開発費及び事業化に向

けた、提携パートナーの獲得活動資金（遺伝子組換えカイコ事業） 

当社は、遺伝子組換えカイコを用いて生産した抗体の糖鎖には「フコース」が含まれず、高い

ADCC活性を有する抗体医薬品が製造できる可能性を示してきました。そのカイコ生産抗体の特

性を活かし、カイコ生産抗体による抗体医薬品の「バイオベター」の製品化を目指し、研究開発

を進めてまいります。そのためには、優秀な技術を有するパートナーとの連携した研究開発活動

や提携、人材の強化・補強も視野に入れた活動を展開するための資金に充当する予定であります。 

なお、当資金は、本新株予約権の行使により獲得した資金を充当する予定であります。 

 

③アルツハイマー病、がん及び炎症、糖及び脂質関連疾患の新製品開発を推進するための研究

開発費（診断・試薬事業） 

優秀な技術を有し、かつ、当社において相乗効果の期待できるトランスジェニックとの積極的

な、資本提携及び業務提携により、経営基盤を強化し、安定した経営基盤の下、新製品開発にお

ける開発スピードの向上を図り、当社の強みであるアルツハイマー病、がん及び炎症、糖及び脂

質関連疾患の体外診断用医薬品開発への取組みを集中して推進するための資金に充当する予定

であります。 

なお、当資金は、本株式及び本新株予約権付社債の発行により獲得した資金を充当する予定で

あります。 

 

④上記に伴う、製品管理棟の建設工事（診断・試薬事業） 

上記③の体外診断用医薬品の積極的な開発・製品化に向けた製品管理等の建設工事に係る資

金に充当する予定であります。 

なお、当資金は、本株式及び本新株予約権付社債の発行により獲得した資金を充当する予定で

あります。 

 

⑤有利子負債（銀行借入れ）の返済 

金利負担の軽減を図り財務の健全化の向上を図るために、有利子負債である借入金の金融機

関への返済のための資金に充当する予定であります。 

なお、当資金は、本新株予約権の行使により獲得した資金を充当する予定であります。 

 

（注）１．差引手取概算額については、上記のとおり支出する予定であり、支出時期までの資金管理

については、当社の銀行預金等での安定的な金融資産で運用保管する予定でおります。 

２．上記①、②及び⑤における資金使途は、平成 31 年３月期までの資金使途の内訳を記載し

たものでありますが、これらの資金使途については本新株予約権の行使によって調達する

資金を充当する予定であり、資金調達額や調達時期は本新株予約権の行使状況により影響

を受けることから、上記資金使途の優先順位につきましては、①前橋研究所における医薬

品原料の実用化に向けた研究開発資金、②遺伝子組換えカイコによる新規有用タンパク質

候補獲得のための研究開発費及び事業化に向けた、提携パートナーの獲得活動資金、⑤有

利子負債（銀行借入れ）の返済とする予定でおります。また、上記資金使途及びその内訳

については、変更される可能性があります。なお、資金使途及びその内容を変更する場合

には、その都度、適時開示を行います。 

３．上記③及び④における資金使途は、平成 30 年３月期までの資金使途の内訳を記載したも

のでありますが、これらの資金使途については本株式及び本新株予約権付社債の発行によ

り調達する資金を充当する予定であるため、ほぼ予定通り進むものと考えております。ま

た、上記資金使途及びその内訳については、変更される可能性があります。なお、資金使

途及びその内容を変更する場合には、その都度、適時開示を行います。 

４．割当予定先との間で締結するコミットメント条項付き第三者割当て契約には、当社による

行使指定条項が定められておりますが、株価等によっては、当社が割当予定先に行使指定

を行っても、十分な資金を調達できない場合もあります。したがいまして、市場における

当社株価の動向等によっては本新株予約権の全部又は一部が行使されない可能性を含んで

おります。このように本新株予約権によって十分な資金を調達することができなかった場

合には、別途の手段による資金調達の実施又は事業計画の見直しを行う可能性がありま

す。なお、上記見直しを行った場合、その都度、適時開示を行います。 
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５．資金使途の合理性に関する考え方 

 

上記「２．募集の目的及び理由」に記載のとおり、今回調達する資金は今後の当社収益の向上に寄

与するもので、かかる資金使途は合理的なものであると考えております。したがって、本資金調達は、

中長期的な企業価値の向上により既存株主の皆様の利益にも資するものと考えております。 

 

６．発行条件等の合理性 

 

（１）発行条件が合理的であると判断した根拠 

 

①本株式 

本株式の発行価額は、本株式の発行に係る取締役会決議の前営業日（平成 28 年２月 10 日）まで

の直近３ヶ月間における東京証券取引所が公表した当社普通株式の終値平均値の 97％に相当する金

額である 978 円（小数点以下を四捨五入。以下、株価の計算について同様に計算しております。）と

いたしました。 

本株式の発行価額の算定方法につき取締役会決議の前営業日（平成 28 年２月 10 日）までの直近

３ヶ月の東京証券取引所が公表した当社普通株式の終値平均値を基準として採用した理由は、直近

の株価については短期的な変動が大きいため、一定期間の平均株価という平準化された値を採用す

ることにより株式の適切な価値を把握することができ、算定根拠として合理的だと判断したためで

あります。また、算定期間を直近３ヶ月とした理由は、直近１ヶ月では一時的な相場変動の影響を大

きく受ける可能性があり、直近６ヶ月では直近の市場相場からの乖離が大きいと判断したためであ

り、当該３ヶ月間の平均値を基準として、割当予定先と交渉の上、本株式の発行価額を、当該３ヶ月

間の平均値の 97％に相当する金額としております。本株式の発行は、当社の業績動向、財務状況、

株価動向等を勘案しても、当社の業容拡大及び企業価値向上の実現を目的とした今回の資金調達は

事業戦略上不可欠であると考えており、かつ、いわゆる有利発行には該当しないものと判断してお

ります。当社は、上記払込金額の算定根拠につきましては、日本証券業協会「第三者割当増資の取扱

いに関する指針」（平成 22 年４月１日制定）に準拠しているものと考え、割当予定先と十分に協議

の上、決定いたしました。 

なお、本株式の発行価額は、本株式の発行に係る取締役会決議日の前営業日（平成 28 年２月 10

日）の当社普通株式の終値である 840 円に対して 14.11％の乖離率（小数点以下第三位を四捨五入。

以下、株価に対する乖離率の数値の計算について同様に計算しております。）、同直前１ヶ月間の終

値単純平均値である911円に対して6.85％の乖離率、同直前６ヶ月間の終値単純平均値である1,064

円に対して－8.08％の乖離率となる金額です。 

なお、当社監査役全員から、本株式の払込金額は、当社株式の価値を表す客観的な指標である市

場価格を基準にしており、直近の株価については短期的な変動が大きいことから、取締役会決議の

前営業日ではなく、当該日までの直近３ヶ月の東京証券取引所が公表した当社普通株式の終値平均

値を基準として割当予定先と交渉が行われている点も含め、日本証券業協会の指針も勘案して決定

されていることから、割当予定先に特に有利な金額ではなく適法である旨の意見を得ております。 

 

②本新株予約権付社債 

当社は、本新株予約権付社債の発行条件の決定にあたっては、公正性を期すため独立した第三者

機関である株式会社赤坂国際会計（以下「赤坂国際会計」といいます。）に本新株予約権付社債の価

格の評価を依頼しました。当該機関は、本新株予約権付社債の発行要項等に定められた諸条件を考

慮し、一般的な価格算定モデルである二項モデルを基礎として、評価基準日（取締役会決議日の前営

業日（平成 28 年２月 10 日））の市場環境等を考慮した一定の前提（当社の株価（840 円）、配当額

（０円）、無リスク利子率（▲0.2％）、株価変動性（92％）、権利行使期間（５年）等）を置き、本新

株予約権付社債の評価を実施し、本新株予約権付社債の公正価値を額面 100 円につき 99.8 円から

100.3 円と算定しました。なお、二項モデルにおいて、割当予定先及び当社は転換・償還に係る権利

行使時の価値と権利不行使時の価値を比較し、それぞれにとってより経済的に有利な状況となるよ

うに転換・償還を行うものとされるため、株価上昇時等で転換権行使時の経済価値が転換権不行使

時の経済価値を上回る場合には割当予定先による転換がなされること、株価下落時等で繰上償還実

施時の経済価値が繰上償還不実施時の経済価値を下回る場合には当社による償還がなされないこと、

等が想定されております。 
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その上で、当社は、本社債に新株予約権を付すことにより当社が得ることのできる経済的利益す

なわち本社債に付された新株予約権の実質的な対価と当該新株予約権の公正な価値とを比較し、本

社債に付された新株予約権の実質的な対価が当該新株予約権の公正な価値を大きく下回る水準では

なく、本新株予約権付社債の発行が特に有利な条件に該当しないと判断いたしました。 

当社監査役全員も、①本新株予約権付社債の発行条件の決定に際しては、第三者算定機関が、本

新株予約権付社債の転換価額、当社の株価、権利行使期間、株価変動性、金利等の本新株予約権付社

債の公正価値に影響を及ぼす可能性のある事象を前提とし、かつ、新株予約権付社債の評価額の算

定手法として一般的に用いられている二項モデルを用いて公正価値を算定しており、かかる第三者

算定機関による公正価値の評価額は適正かつ妥当な価額と解されるところ、②第三者算定機関によ

って算出された本新株予約権付社債の評価額を踏まえて本新株予約権付社債の発行条件が決定され

ていることから、本新株予約権付社債の発行条件は、割当予定先に特に有利でないと判断しており

ます。 

 

③本新株予約権 

当社は、本新株予約権の価格の評価を第三者算定機関である赤坂国際会計に依頼しました。当該

機関は、本新株予約権の発行要項及び割当予定先であるメリルリンチ日本証券との間で締結する予

定のコミットメント条項付き第三者割当て契約に定められた諸条件を考慮し、一般的な価格算定モ

デルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、評価基準日（取締役会決議日の前営業日

（平成 28 年２月 10 日））の市場環境や当社及び割当予定先の権利行使行動等を考慮した一定の前提

（当社の株価（840 円）、配当額（０円）、無リスク利子率（▲0.2％）、株価変動性（31％）、権利行

使期間（２年）並びに当社株式の流動性、当社が継続的に行使指定を行い当社からの通知による取

得・行使停止が行われないこと、割当先の株式処分コスト、割当予定先が当社の行使指定に基づき出

来高の一定割合（12.5％）の株数の範囲内で速やかに権利行使及び売却を実施すること、等）を置

き、割当予定先が本新株予約権を行使する際に、当社がその時点で公募増資等を実施したならば負

担するであろうコストと同水準の割当予定先に対するコストの発生を仮定して評価を実施し、本新

株予約権の公正価値を１個につき 719.4 円から 726.7 円と算定しました。当社は、これを参考とし

て、本新株予約権１個の払込金額を金 727 円としました。 

また、本新株予約権の当初行使価額は、当該発行に係る取締役会決議日の前営業日（平成 28 年２

月 10 日）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値に相当する金額としました。行

使価額は、本新株予約権が行使される度に、各行使請求の効力発生日の直前取引日の当社普通株式

の終値の 90％に相当する金額に修正されますが、修正後の行使価額が下限行使価額を下回ることは

ありません。下限行使価額は、本新株予約権の発行に係る取締役会決議日の前営業日（平成 28 年２

月 10 日）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の 80％に相当する金額で設定

されており、特に不合理な水準ではないと考えております。 

当社監査役全員も、①本新株予約権の払込金額の算定に際しては、第三者算定機関が、本新株予

約権の行使価額、当社株式の市場売買高及び株価、権利行使期間、株価変動性、金利等の本新株予約

権の公正価値に影響を及ぼす可能性のある事象を前提とし、かつ、新株予約権の評価額の算定手法

として一般的に用いられているモンテカルロ・シミュレーションを用いて公正価値を算定しており、

かかる第三者算定機関による公正価値の評価額は適正かつ妥当な価額と解されるところ、②第三者

算定機関によって算出された本新株予約権の評価額を踏まえて本新株予約権の払込金額が決定され

ていることから、本新株予約権の払込金額は、割当予定先に特に有利でないと判断しております。 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

 

本株式の数（205,000 株）に本新株予約権付社債が全て転換された場合に交付される株式数（200,000

株）及び本新株予約権が全て行使された場合に交付される株式数（800,000 株）を合算した総株式数は

1,205,000 株（議決権数 12,050 個）であり、平成 27 年 12 月 31 日現在の当社発行済株式総数 6,547,590

株及び議決権数 65,433 個を分母とする希薄化率は 18.40％（議決権ベースの希薄化率は 18.42％）に

相当します。 

しかしながら、当社としては、このような希薄化が生じるものの、上記のとおり、本資金調達によ

り調達した資金を上記の資金使途に充当することにより当社の事業基盤を強化・拡大させ、当社の中

長期的な企業価値及び株主価値の向上を図ることができ、本資金調達はそれに伴う希薄化を考慮して

も既存株主の皆様にも十分な利益をもたらすことができると考えていることから、発行数量及び株式

の希薄化の規模は、合理的であると判断しました。 

なお、①本資金調達において、本新株予約権付社債が全て転換され、かつ本新株予約権が全て行使
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されたと仮定した場合に発行される総株式数に本株式の数を加えた株式数合計 1,205,000 株に対し、

当社普通株式の過去６ヶ月間における１日当たり平均出来高は 2,536,900 株であり、一定の流動性を

有していること、②本新株予約権については当社の資金需要に応じて行使をコントロール可能である

こと、及び③本新株予約権については当社の判断により取得することも可能であることから、本資金

調達は、市場に過度の影響を与える規模ではなく、希薄化の規模も合理的であると判断しました。 
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７．割当予定先の選定理由等 

 

（１）割当予定先の概要 

 

トランスジェニック 

（１） 名称 株式会社トランスジェニック 

（２） 所在地 福岡県福岡市中央区天神二丁目３番 36 号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 福永 健司 

（４） 事業内容 ジェノミクス事業、CRO事業、先端医療事業、病理診断事業 

（５） 資本金 2,552百万円 

（６） 設立年月日 平成 10 年４月 21 日 

（７） 発行済株式数 13,918,941 株 

（８） 決算期 ３月 31 日 

（９） 従業員数 132 名 

（10） 主要取引先 コスモ・バイオ株式会社、フナコシ株式会社 

（11） 主要取引銀行 商工中金、三菱東京 UFJ銀行 

（12） 大株主及び持株比率 株式会社 SBI証券 3.36％ 

（13） 当事会社間の関係  

 

 
資本関係 該当事項はありません。 

 

 
人的関係 相互に取締役１名が就任しております。 

 

 
取引関係 該当事項はありません。 

 

 

関連当事者への 

該当状況 
該当事項はありません。 

（14） 最近３年間の経営成績及び財政状態（単位：百万円） 

決算期 平成 25 年３月期 平成 26 年３月期 平成 27 年３月期 

 売上高 704 1,617 1,958 

 営業利益 △36 △85 23 

 経常利益 △31 △122 9 

 当期純利益 27 △113 17 

 純資産 2,323 2,764 2,777 

 総資産 2,946 3,563 3,573 

 
１株当たり当期純利益

（円） 

2.09 △8.39 1.29 

 １株当たり配当金（円） － － － 

 １株当たり純資産（円） 178.21 198.21 199.81 

（注）当社は、割当予定先が東京証券取引所マザーズに上場しており、割当予定先が提出しているコー

ポレートガバナンス報告書（最終更新日：平成 27 年 12 月９日）において、割当予定先が策定

したコンプライアンスプログラムに基づき、反社会的勢力とは、一切の関係を遮断する旨を記

載していることを確認しております。以上のことから、当社は割当予定先並びに役員及び従業

員が反社会的勢力とは関係のないものと判断しております。 

 

メリルリンチ日本証券 

（１） 名称 メリルリンチ日本証券株式会社 

（２） 所在地 東京都中央区日本橋１-４-１ 日本橋一丁目三井ビルディング 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 ティモシー・ラティモア 

（４） 事業内容 金融商品取引業 

（５） 資本金 119,440百万円 

（６） 設立年月日 平成 10 年２月 26 日 

（７） 発行済株式数 2,388,801 株 
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（８） 決算期 ３月 31 日 

（９） 従業員数 769 名 

（10） 主要取引先 機関投資家、政府機関、内外の事業法人・金融法人 

（11） 主要取引銀行 
三井住友銀行、三菱東京 UFJ銀行、みずほ銀行、 

バンク・オブ・アメリカ・エヌ・エイ東京支店 

（12） 大株主及び持株比率 
メリルリンチ・インターナショナル・インコーポレーテッド 

100％ 

（13） 当事会社間の関係  

 

 
資本関係 該当事項はありません。 

 

 
人的関係 該当事項はありません。 

 

 
取引関係 該当事項はありません。 

 

 

関連当事者への 

該当状況 
該当事項はありません。 

（14） 最近３年間の経営成績及び財政状態（単位：百万円） 

決算期 平成 25 年３月期 平成 26 年３月期 平成 27 年３月期 

 営業収益 52,584 71,942 53,590 

 営業利益 △1,436 14,148 △803 

 経常利益 11,230 14,163 △969 

 当期純利益 44,815 7,263 △6,946 

 純資産 166,805 174,068 167,122 

 総資産 4,115,571 4,646,874 6,163,319 

 
１株当たり当期純利益

（円） 

18,760 3,040 △2,908 

 １株当たり配当金（円） 9,209 － － 

 １株当たり純資産（円） 69,828 72,868 69,961 

（注）当社としてはメリルリンチ日本証券が反社会的勢力でない旨のチェックを行い、反社会的勢力

に該当しないことを確認いたしました。なお、メリルリンチ日本証券は、東京証券取引所の取引

参加者であるため、東京証券取引所に対しては反社会的勢力に該当しないことに関する確認書

の提出はしていません。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

 

①トランスジェニック 

当社は、遺伝子組換えカイコ事業へ資源を集中するにあたり、経営の安定化を図るため、既存の主力

事業である診断・試薬事業の収益拡大を目指してまいります。 

しかしながら、当社を含めバイオベンチャー企業は、創薬の技術がより高度化・複雑化する中で、リ

スクの高いバイオ医薬品のシーズ開発において、実用化や製品化までに長期間を要する為、経営基盤

体質が弱体化し、当初に計画した期限付きの目標が達成に至らないまま終了してしまう例も少なくあ

りません。 

このような状況の中、当社は、優秀な技術を有し、かつ、当社において相乗効果の期待できるバイオ

ベンチャー企業との積極的な資本提携及び業務提携を行い、経営基盤を強化し、安定した経営基盤の

下、新製品開発における開発スピードの向上及びコストの抑制を図り、当社の強みであるアルツハイ

マー病、がん及び炎症、糖及び脂質関連疾患の新製品開発への取組みを推進していくことが、最も有効

な方策であると考えました。 

そこで、当社は、具体的な相互協力による事業成長を目的に、遺伝子破壊マウス作製受託をはじめと

する基礎研究支援から非臨床試験、臨床試験、さらには診断までカバーした一貫した有用なトータル

創薬支援ツールをグループで経営するトランスジェニックと、2011 年３月 11 日に包括的業務提携契

約を締結し、以来、基幹技術の相互補完、相互の営業網の活用、共同研究の開始と相乗効果を生むべく

取り組むとともに、戦略的な協力関係により緊密な協力体制を構築することで、当社が進めている診



 

14 

断薬等の開発・製造機能の強化に必要な設備資金が賄える他、トランスジェニックグループの創薬支

援プラットフォームの活用により、近年、開発比重が高まっている診断薬・治療薬等の医薬品開発に関

する研究開発を加速し、早期の製品化実現に向け、着実な推進に資するものと考え、割当先として選定

いたしました。 

また、当社は、今回の資金調達の目的に照らし、トランスジェニックと協議のうえ、今回の本株式及

び本新株予約権付社債の組み合わせによる発行を行うこととしました。本資金調達手法は、早期の資

金調達を確保できるとともに、本新株予約権付社債の発行により、希薄化懸念は相対的に抑制され、株

価への影響の軽減が期待されます。 

本資金調達により、両社は資本参加を通じ、今後、相互の事業発展の戦略的推進をより強固に進める

方針です。 

なお、当社及びトランスジェニックの代表取締役社長は、双方の取締役として、経営に参画しており

ます。 

また、同社は東京証券取引所の上場企業であり、社会的信用性は高く、反社会的勢力等の介入リスク

はないものと認識しております。なお、当社は、割当予定先が特定団体等と何らかの関係を有している

か否かについて、同社に確認を行った結果、同社が東京証券取引所マザーズ市場へ提出しているコー

ポレートガバナンスにおいての「反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方」に変更がなく、遵守され

ている旨を確認いたしました。 

②メリルリンチ日本証券 

当社としては様々な資金調達先を検討してまいりましたが、本株式及び本新株予約権付社債の発行

と、メリルリンチ日本証券より提案を受けた本新株予約権の発行を組み合わせた本資金調達方法が、

株価に対する一時的な影響を抑制しつつ、株価動向及び資金需要動向に応じた機動的な新株発行によ

る資金調達を達成したいという当社のファイナンスニーズに最も合致していると判断しました。 

当社は、メリルリンチ日本証券以外に他の国内外の金融機関からも資金調達の方法の説明や提案を

受け、公募増資、MSCB、借入れ等の各種資金調達方法を検討いたしました。公募増資につきましては、

資金調達が一時に可能となりますが、同時に１株当たり利益の希薄化をも一時に引き起こすため、株

価に対する直接的な影響が大きいと考えられること、MSCB につきましては、一般的には、転換により

交付される株数が転換価額に応じて決定されるという構造上、転換の完了まで転換により交付される

株式総数が確定しないため、株価に対する直接的な影響が大きいと考えられること、さらに借入れに

つきましては、調達金額が負債となるため、財務健全性の低下が見込まれること等、当社のニーズに合

致するものではありませんでした。 

また、当社は、メリルリンチ日本証券以外に他の国内外の金融機関からも本新株予約権の発行に類

似した資金調達方法の提案も受けました。その中で、メリルリンチ日本証券から提案を受け、本新株予

約権の行使により取得する当社株式の売却方法として、メリルリンチ日本証券が有するトレーディン

グ機能等を活用して、株価に対する影響に配慮しつつ執行することを想定していることや、「３．資金

調達方法の概要及び選択理由」に記載した商品性やメリルリンチ日本証券の過去の実績等を総合的に

勘案して、メリルリンチ日本証券を割当予定先として選定いたしました。 

（注）本新株予約権に係る割当ては、日本証券業協会会員であるメリルリンチ日本証券により買い受

けられるものであり、日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」（自

主規制規則）の適用を受けて募集が行われるものです。 

 

（３）割当予定先の保有方針及び行使制限措置 

 

①トランスジェニック 

本株式について、割当予定先からは、原則として長期保有の方針である旨を口頭で確認しておりま

すが、当社と割当予定先との間で、継続保有及び預託に関する取り決めはありません。 

なお、当社は、割当予定先が発行日より２年以内に本株式を譲渡した場合には、直ちにその内容を当

社に書面にて報告する旨及び当社が当該内容を取引所に報告し、当該内容が公衆縦覧に供されること

に同意する旨の確約を得る予定です。 

②メリルリンチ日本証券 

本新株予約権について、当社とメリルリンチ日本証券との間で、継続保有及び預託に関する取り決

めはありません。また、コミットメント条項付き第三者割当て契約書において、本新株予約権の譲渡の

際に当社取締役会の承認が必要である旨が定められています。 

メリルリンチ日本証券は、本新株予約権の行使により取得する当社株式を長期間保有する意思を有

しておらず、取得した当社株式については速やかに売却する予定である旨の報告を受けております。 

また、当社は、株式会社東京証券取引所の定める有価証券上場規程第 434 条第１項及び同施行規則
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第 436 条第１項から第５項までの定めに基づき、メリルリンチ日本証券と締結するコミットメント条

項付き第三者割当て契約において、原則として、単一暦月中に MSCB 等（同規則に定める意味を有する。

以下同じ。）の買受人の行使により取得される株式数が、MSCB 等の払込日時点における上場株式数の

10％を超える場合には、当該 10％を超える部分に係る転換又は行使を制限するよう措置（メリルリン

チ日本証券が本新株予約権を第三者に売却する場合及びその後本新株予約権がさらに転売された場合

であっても、当社が、転売先となる者との間で、当該 10％を超える部分に係る転換又は行使を制限す

る内容を約する旨定めることを含みます。）を講じる予定です。 

 

（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

 

①トランスジェニック 

当社は、割当予定先から、本株式及び本新株予約権付社債の払込金額（発行価額）の総額の払込みに

要する資金は確保されている旨の報告を受けており、割当予定先の第 18 期第３四半期報告書（平成 28

年２月５日提出）に記載されている第 18 期第３四半期連結会計期間に係る連結貸借対照表から、割当

予定先がかかる払込みに要する十分な現預金その他の流動資産を保有していることを確認しているほ

か、当該資金の払込みについては本株式第三者割当て契約及び本新株予約権付社債に係る第三者割当

て契約において割当予定先の義務として確約されることから、当社としてかかる払込みに支障はない

と判断しております。 

②メリルリンチ日本証券 

割当予定先からは、本新株予約権の払込金額（発行価額）の総額の払込み及び本新株予約権の行使に

要する資金は確保されている旨の報告を受けており、割当予定先の完全親会社であるバンク・オブ・ア

メリカ・コーポレーションの平成 27 年 12 月４日提出の第３四半期報告書及び割当予定先の平成 27 年

３月期の事業概要（金融商品取引法第 46 条の４に基づく説明書類）に含まれる貸借対照表から、割当

予定先及びその完全親会社における十分な現金・預金の存在を確認したことから、当社としてかかる

払込み及び行使に支障はないと判断しております。また、本日現在においても、割当先からは、本新株

予約権の払込金額（発行価額）の総額の払込み及び本新株予約権の行使に足りる十分な現金・預金を保

有している旨の報告を受けております。 

 

（５）株券貸借に関する契約 

 

当社並びに当社の役員、役員関係者及び大株主は、本新株予約権の割当予定先であるトランスジェ

ニック及びメリルリンチ日本証券との間において、本新株予約権の行使により取得する当社株式に係

る株券賃貸借契約を締結する予定はありません。 

 

８．募集後の大株主及び持株比率 

 

募集前（平成 27 年９月 30 日現在） 募集後 

氏名 持株数 持株比率 氏名 持株数 持株比率 

清藤 勉 1,123,700 株 17.17％ 清藤 勉 1,123,700 株 16.16％ 

岩井化学薬品

株式会社 
200,000 株 3.05％ 

株式会社トラ

ンスジェニッ

ク 

405,000 株 5.83％ 

栄研化学株式

会社 
125,000 株 1.90％ 

岩井化学薬品

株式会社 
200,000 株 2.88％ 

株式会社ＳＢ

Ｉ証券 
109,200 株 1.66％ 

栄研化学株式

会社 
125,000 株 1.80％ 

株式会社東和

銀行 
100,000 株 1.52％ 

株式会社ＳＢ

Ｉ証券 
109,200 株 1.57％ 

資産管理サー

ビス信託銀行

株式会社（証

券 投 資 信 託

口） 

98,000 株 1.49％ 
株式会社東和

銀行 
100,000 株 1.44％ 

日本証券金融 94,900 株 1.44％ 資産管理サー 98,000 株 1.41％ 
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株式会社 ビス信託銀行

株式会社（証

券 投 資 信 託

口） 

BNY FOR GCM 

CLIENT 

ACCOUNTS (E) 

ILM（常任代理

人 株式会社

三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行） 

70,358 株 1.07％ 
日本証券金融

株式会社 
94,900 株 1.36％ 

BNY GCM 

CLIENT 

ACCOUNT JPRD 

AC ISG (FE-

AC)（常任代理

人 株式会社

三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行） 

64,300 株 0.98％ 

BNY FOR GCM 

CLIENT 

ACCOUNTS (E) 

ILM（常任代理

人 株式会社

三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行） 

70,358 株 1.01％ 

日本生命保険

相互会社 
64,000 株 0.97％ 

BNY GCM 

CLIENT 

ACCOUNT JPRD 

AC ISG (FE-

AC)（常任代理

人 株式会社

三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行） 

64,300 株 0.92％ 

（注）当社は、メリルリンチ日本証券から、本新株予約権の行使により取得する当社株式を長期間保有

する意思を有しておらず、取得した当社株式については速やかに売却する予定である旨の報告

を受けておりますので、本新株予約権に係る潜在株式数は上記表中の持株数及び持株比率に反

映しておりません。 

 

９．今後の見通し 

 

本資金調達による平成 28 年３月期の通期連結業績予想に与える影響は、軽微であり、来期以降の影

響につきましては、平成 29 年 3 月期の通期連結業績予想に織り込んで公表する予定です。ます。 

また、調達資金の使途に従い業務を遂行することにより業績及び中期経営計画への影響が生じた場

合は、直ちに開示いたします。 

 

10．企業行動規範上の手続き 

 

本株式、本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行規模は、「６．発行条件等の合理性（２）発行

数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠」に記載のとおりであり、平成 27 年 12 月

31 日現在の総議決権数に対して最大 18.42％の希薄化が生じます。このため、①希薄化率が 25％未満

であること、②支配株主の異動を伴うものでないこと（本新株予約権全てが権利行使された場合であ

っても、支配株主の異動が見込まれるものではないこと）から、株式会社東京証券取引所の定める有価

証券上場規程第 432 条に定める経営者から一定程度独立した者より当該割当ての必要性及び相当性に

関する意見の入手並びに株主の意思確認手続きは要しません。 

 

11．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

 

（１）最近３年間の業績（連結） （単位：百万円） 

 平成 25 年３月期 平成 26 年３月期 平成 27 年３月期 

売 上 高 － 670 729 
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営 業 利 益 － △107 △181 

経 常 利 益 － △99 △139 

当 期 純 利 益 － △114 △158 

１株当たり当期純利益（円） － △17.99 △24.20 

１ 株 当 た り 配 当 金 （ 円 ） － － － 

１ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） － 422.69 398.99 

（注）平成 26 年３月期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成 28 年２月１日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 6,547,590 株 100％ 

現時点の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
－株 －％ 

下限値の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
－ － 

上限値の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
－ － 

 

（３）今回のエクイティ･ファイナンス後における発行済株式数及び潜在株式数の状況 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 6,752,590 株 100％ 

現時点の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
1,000,000 株 14.81％ 

下限値の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
1,000,000 株 14.81％ 

上限値の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
上限行使価額はありません。 上限行使価額はありません。 

 

（４）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 平成 25 年３月期 平成 26 年３月期 平成 27 年３月期 

始  値 504 円 2,945 円 1,050 円 

高  値 4,400 円 4,200 円 1,349 円 

安  値 3,480 円 950 円 860 円 

終  値 2,880 円 1,075 円 1,088 円 

（注）１．各株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（グロース）市場におけるものであります。 

２．最近３年間の株価については、平成 25 年 10 月１日付で当社普通株式１株につき 10 株の割

合をもって株式分割を行ったことをふまえ、各事業年度の期首に同株式分割が行われたも

のと仮定して当該数値を算出しております。 

 

② 最近６か月間の状況 

 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 

始  値 1,415 円 1,157 円 1,130 円 1,128 円 1,022 円 930 円 

高  値 1,525 円 1,244 円 1,230 円 1,138 円 1,029 円 994 円 

安  値 987 円 1,100 円 1,033 円 970 円 851 円 811 円 

終  値 1,127 円 1,128 円 1,123 円 1,023 円 908 円 840 円 

（注）１．各株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（グロース）市場におけるものであります。 

２．平成 28 年２月の株価については、平成 28 年２月 10 日現在で表示しております。 

 

③ 発行決議日前営業日における株価 

 平成 28 年２月 10 日 

始  値 873 円 
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高  値 873 円 

安  値 811 円 

終  値 840 円 

 

（５）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

 

・第三者割当てによる行使価額修正条項付第１回新株予約権の発行 

割 当 日 平成25年７月５日 

発 行 新 株 予 約 権 数 70,000個 

発 行 価 額 新株予約権１個当たり210円（総額14,700,000円） 

発行時における調達予

定 資 金 の 額 
1,362,800,000円（差引手取概算額） 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
616,400株 

割 当 先 メリルリンチ日本証券株式会社 

当 該 募 集 に よ る 

潜 在 株 式 数 
70,000株 

現 時 点 に お け る 

行 使 状 況 

新株予約権総数70,000個のうち34,040個につき行使済み、35,960個につき平成

27年６月22日に取得及び消却 

現時点における調達し

た 資 金 の 額 
541,430,000円（差引手取概算額） 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 

①各種動物用ワクチンの製造、分析、評価、非臨床試験 

②化粧品業界における有用な企業の連携、獲得 

③遺伝子組換えカイコによる新規有用タンパク質候補獲得のための研究開発費

及び事業化に向けた、提携パートナーの獲得活動資金 

④金融機関からの借入金返済 

⑤生産拠点の設立及び付随設備 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 
平成25年10月以降 

現 時 点 に お け る 

充 当 状 況 

第１回新株予約権の行使により調達した資金につきましては、遺伝子組換えカ

イコ事業におけるパイロットプラント建設に充当いたしました。 

 

以 上 



 

19 

（別紙１） 

 

株式会社免疫生物研究所株式会社免疫生物研究所株式会社免疫生物研究所株式会社免疫生物研究所    

新株式発行要項新株式発行要項新株式発行要項新株式発行要項    

 

１．募集株式の種類及び数 

 普通株式 205,000 株 

２．募集株式の払込金額 

 １株当たり 978 円 

３．払込金額の総額 

 200,490,000 円 

４．申 込 期 日 

 平成 28 年２月 29 日 

５．払 込 期 日 

 平成 28 年３月１日 

６．増加する資本金及び資本準備金の額 

増加する資本金の額：100,245,000 円 

増加する資本準備金の額：100,245,000 円 

７．募 集 の 方 法 

 第三者割当ての方法により、すべての新株式を株式会社トランスジェニックに割り当てる。 

８．払込取扱場所 

 株式会社群馬銀行 藤岡支店 

９．その他 

(１) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(２) その他新株式発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長に一任する。 

 

以  上 
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（別紙２） 

 

株式会社免疫生物研究所第１回無担保転換社債型新株予約権付社債株式会社免疫生物研究所第１回無担保転換社債型新株予約権付社債株式会社免疫生物研究所第１回無担保転換社債型新株予約権付社債株式会社免疫生物研究所第１回無担保転換社債型新株予約権付社債    

（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）    

発行要項発行要項発行要項発行要項    

 

１．社 債 の 名 称 

 株式会社免疫生物研究所第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約

権付社債間限定順位特約付）（以下「本新株予約権付社債」といい、そのうち社債のみを「本

社債」、新株予約権のみを「本新株予約権」という。） 

２．社 債 の 総 額 

 金 200,000,000 円 

３．各 社 債 の 金 額 

 金 10,000,000 円の１種 

４．払 込 金 額 

 各本社債の金額 100 円につき金 100 円 

５．本新株予約権付社債の券面 

 本新株予約権付社債については、本新株予約権付社債を表章する新株予約権付社債券を発

行しない。なお、本新株予約権付社債は会社法第 254 条第２項本文及び第３項本文の定めに

より本社債又は本新株予約権のうち一方のみを譲渡することはできない。 

６．利 率 

 年率 0.3％ 

７．担保・保証の有無 

 本新株予約権付社債には担保及び保証は付されておらず、また、本新株予約権付社債のた

めに特に留保されている資産はない。 

８．申 込 期 日 

 平成 28 年２月 29 日 

９．本社債の払込期日及び本新株予約権の割当日 

 平成 28 年３月１日 

10．募 集 の 方 法 

第三者割当ての方法により、株式会社トランスジェニックに全額を割り当てる。 

11．本社債の償還の方法及び期限 

(１) 本社債は、平成 33 年３月１日にその総額を本社債の金額 100 円につき金 100 円で償還す

る。 

(２) 当社は、当社が消滅会社となる合併、吸収分割若しくは新設分割（吸収分割承継会社若

しくは新設分割設立会社が、本新株予約権付社債に基づく当社の義務を引き受け、かつ本新

株予約権に代わる新たな新株予約権を交付する場合に限る。）、又は当社が完全子会社とな

る株式交換若しくは株式移転（以下「組織再編行為」という。）につき当社株主総会で承認

決議した場合、償還日の２週間前までに本新株予約権付社債権者に通知した上で、当該組織
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再編行為の効力発生日前に、残存する本社債の全部（一部は不可）を各社債の金額 100 円に

つき 100 円で償還する。 

(３) 当社は、当社が発行する株式が東京証券取引所により監理銘柄、特設注意市場銘柄若し

くは整理銘柄に指定された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に指定された日

又は上場廃止が決定した日の翌銀行営業日に、残存する本社債の全部（一部は不可）を各社

債の金額 100 円につき 100 円で償還する。 

(４) 本項に定める償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰

り上げる。 

(５) 当社は、本新株予約権付社債の発行後いつでも本新株予約権付社債を買い入れることが

できる。買い入れた本新株予約権付社債について消却を行う場合、本社債又は本新株予約権

の一方のみを消却することはできない。 

12．本社債の利息支払の方法及び期限 

(１) 本社債の利息は、払込期日の翌日から償還日までこれを付し、平成 28 年９月１日を第１

回の利払日としてその日までの分を支払い、その後毎年３月１日及び９月１日に、当該利払

日の直前の利払日（第１回の利払日においては払込期日）の翌日から当該利払日までの期間

（以下「利息計算期間」という。）について、各々その日までの利息計算期間相当分を支払

う。但し、半か年に満たない利息計算期間につき利息を計算するときは、１年を 365 日とす

る日割りをもってこれを計算し、円位未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てる。 

(２) 利払日が銀行休業日にあたるときは、その支払いは当該利払日の直前の銀行営業日にこ

れを繰り上げる。 

(３) 本社債の償還後は、利息は発生しない。また、本新株予約権が行使された場合、当該本新

株予約権に係る本社債の利息は、当該本新株予約権の行使請求の効力発生日の直前の利払

日後は発生しない。 

13．本新株予約権の内容 

(１) 本社債に付された本新株予約権の数 

各本社債に付された本新株予約権の数は１個とし、合計20個の本新株予約権を発行する。 

(２) 本新株予約権と引換えにする金銭の払込みの要否 

本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しない。 

(３) 本新株予約権の目的である株式の種類及び数の算定方法 

本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その行使により当社が当社

普通株式を新たに発行し又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式を処分（以下、当社

普通株式の発行又は処分を当社普通株式の「交付」という｡）する数は、行使請求に係る本

社債の払込金額の総額を本項第(４)号(ロ)に定める転換価額で除した数とする。但し、行使

により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。 

(４) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法 

(イ) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新株予約権に係る本社債

とし、出資される財産の価額は、当該本新株予約権に係る本社債の金額と同額とする。 

(ロ) 転換価額は、当初 1,000 円とする。但し、転換価額は下記(ハ)の規定に従って調整

される。 
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(ハ) 転換価額の調整 

① 当社は、当社が本新株予約権の発行後、下記②に掲げる各事由により当社の普

通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定め

る算式（以下「転換価額調整式」という｡）をもって転換価額を調整する。 

      新 発 行 ・ 

処 分 株 式 数 
× １株当たりの  

払 込 金 額 

調 整 後

転換価額 
＝ 調 整 前

転換価額 
× 

既発行

株式数 
＋ 

時 価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

② 転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及び調整後の転換価額の適用

時期については、次に定めるところによる。 

(ⅰ) 下記④(ⅱ)に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに

発行し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる

場合を含む｡）（但し、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）

の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の

交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会

社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く｡） 

調整後の転換価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその

最終日とし、無償割当ての場合はその効力発生日とする｡）以降、又はかかる

発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が

ある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

(ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後の転換価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用す

る。 

(ⅲ) 下記④(ⅱ)に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付す

る定めのある取得請求権付株式又は下記④(ⅱ)に定める時価を下回る払込金

額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債

に付されたものを含む｡）を発行又は付与する場合（但し、当社又はその関係

会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に定め

る関係会社をいう。）の取締役その他の役員又は使用人に新株予約権を割り当

てる場合を除く。） 

調整後の転換価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株

予約権の全部が当初の条件で行使されたものとみなして転換価額調整式を適

用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の場合は割当日)以降又は（無

償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受

ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適

用する。 
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(ⅳ) 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付

社債に付されたものを含む｡）の取得と引換えに下記④(ⅱ)に定める時価を下

回る価額をもって当社普通株式を交付する場合 

調整後の転換価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

(ⅴ) 本号(ⅰ)乃至(ⅲ)の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当

該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としてい

るときには、本号(ⅰ)乃至(ⅲ)にかかわらず、調整後の転換価額は、当該承認

があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日

から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者

に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。 

 

株式数 

 

＝ 

調 整 前 

転換価額 
－ 

調 整 後 

転換価額 
× 
調 整 前 転 換 価 額 に よ り 

当該期間内に交付された株式数 

調整後転換価額 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

③ 転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差

額が１円未満にとどまる場合は、転換価額の調整は行わない。但し、その後転換価

額の調整を必要とする事由が発生し、転換価額を調整する場合には、転換価額調整

式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額を差し引いた額を使

用する。 

④(ⅰ) 転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数

第２位を四捨五入する。 

(ⅱ) 転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額が初めて適用される

日に先立つ 45 取引日目に始まる 30 取引日の東京証券取引所における当社普

通株式の普通取引の終値の平均値（終値のない日数を除く｡）とする。この場

合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入

する。 

(ⅲ) 転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を

与えるための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、

調整後の転換価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済

普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除し

た数とする。また、上記②(ⅴ)の場合には、転換価額調整式で使用する新発

行・処分株式数は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられ

る当社の普通株式数を含まないものとする｡ 

⑤ 上記②記載の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、

当社は、本新株予約権付社債権者と協議の上、その承認を得て、必要な転換価額の

調整を行う。 

(ⅰ) 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために転換価額の

調整を必要とするとき。 
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(ⅱ) その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生に

より転換価額の調整を必要とするとき。 

(ⅲ) 転換価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく

調整後の転換価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による

影響を考慮する必要があるとき。 

⑥ 転換価額の調整を行うときは、当社は、調整後の転換価額の適用開始日の前日

までに、本新株予約権付社債権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調

整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適用開始日その他必要な事項を書面

で通知する。但し、上記②(ⅴ)に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通

知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

(５) 本新株予約権を行使することができる期間 

平成 28 年３月２日から平成 33 年２月 22 日まで（以下「行使請求期間」という。）とす

る。但し、以下の期間については、本新株予約権を行使することができない。 

(イ) 当社普通株式に係る株主確定日、その前営業日及び前々営業日 

(ロ) 株式会社証券保管振替機構が必要であると認めた日 

(ハ) 当社が、第 11 項第(２)号又は第(３)号に基づき本社債を繰上償還する場合は、償還

日の前銀行営業日以降 

(ニ) 当社が、第 15 項に基づき本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益

を喪失した時以降 

(６) 本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(７) 本新株予約権の取得条項 

本新株予約権の取得条項は定めない。 

(８) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

に関する事項 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則

第 17 条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に 0.5 を乗じた金額とし、

計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本

準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

(９) 本新株予約権の行使請求の方法 

(イ) 本新株予約権付社債権者は、本新株予約権を行使する場合、当社の定める行使請求

書に、行使請求しようとする本新株予約権に係る本新株予約権付社債を表示し、行使に

係る本新株予約権の内容及び数、新株予約権を行使する日等を記載してこれに記名捺

印した上、行使請求期間中に第 20 項に定める行使請求受付場所に提出しなければなら

ない。 

(ロ) 本号に従い行使請求が行われた場合、その後これを撤回することができない。 

(ハ) 本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求書が行使請求受付場所に到達した日に

発生する。 
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(10) 当社は、本新株予約権の行使の効力が発生した日以後、遅滞なく振替株式の新規記録又

は自己株式の当社名義からの振替によって株式を交付する。 

14．担保提供制限 

当社は、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新株予約権付社債発行後、当

社が国内で今後発行する他の転換社債型新株予約権付社債に担保権を設定する場合には、本

新株予約権付社債のためにも、担保付社債信託法に基づき、同順位の担保権を設定する。な

お、転換社債型新株予約権付社債とは、会社法第２条第 22号に定められた新株予約権付社債

であって、会社法第 236 条第１項第３号の規定に基づき、新株予約権の行使に際して、当該

新株予約権に係る社債を出資の目的とすることが新株予約権の内容とされたものをいう。 

15．期限の利益喪失に関する特約 

当社は、次のいずれかの事由が発生した場合には、本社債につき期限の利益を喪失する。 

(イ) 当社が第 11 項又は第 12 項の規定に違背し、３銀行営業日以内にその履行がなされ

ないとき。 

(ロ) 当社が第 13 項第(４)号(ハ)、第 13 項第(10)号又は第 14 項の規定に違背し、本新株

予約権付社債権者から是正を求める通知を受領したのち 30日を経過してもその履行又

は是正をしないとき。 

(ハ) 当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、又は期限が到来してもその

弁済をすることができないとき。 

(ニ) 当社が、社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失し、若しくは期限が到来

してもその弁済をすることができないとき、又は当社以外の社債若しくはその他の借

入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、

その履行をすることができないとき。但し、当該債務の合計額（邦貨換算後）が５億円

を超えない場合は、この限りではない。 

(ホ) 当社が、当社の破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別

清算開始の申立てをし、又は当社の取締役会において解散（合併の場合を除く。）の議

案を株主総会に提出する旨の決議を行ったとき。 

(ヘ) 当社が破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生法手続開始の決定又は特

別清算開始の命令を受けたとき。 

16．社債管理者の不設置 

本新株予約権付社債は、会社法第 702 条但書の要件を充たすものであり、社債管理者は設

置されない。 

17．元利金支払事務取扱場所（元利金支払場所） 

株式会社免疫生物研究所 財務経理部 

18．社債権者に対する通知の方法 

本新株予約権付社債権者に対する通知は、当社の定款所定の公告の方法によりこれを行う。

但し、法令に別段の定めがある場合を除き、公告に代えて各本新株予約権付社債権者に対し

直接に通知する方法によることができる。 
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19．社債権者集会に関する事項 

(１) 本社債の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、開催日の少なくとも２週間

前までに本社債の社債権者集会を招集する旨及び会社法第 719 条各号所定の事項を公告又

は通知する。 

(２) 本社債の社債権者集会は群馬県においてこれを行う。 

(３) 本社債の種類（会社法第 681 条第１号に定める種類をいう。）の社債の総額（償還済みの

額を除き、当社が有する当該社債の金額の合計額は算入しない。）の 10 分の１以上にあた

る社債を有する社債権者は、社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載した書

面を当社に提出して、社債権者集会の招集を請求することができる。 

20．行使請求受付場所 

三菱 UFJ 信託銀行株式会社 証券代行部 

21．本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととする理由 

本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付されたものであり、本社債からの分離

譲渡はできず、かつ本新株予約権の行使に際して当該本新株予約権に係る本社債が出資され、

本社債と本新株予約権が相互に密接に関係することを考慮し、また、本新株予約権の価値と、

本社債の利率、繰上償還及び発行価額等のその他の発行条件により当社が得られる経済的価

値とを勘案して、本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととした。 

22．その他 

(１) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(２) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長に一任する。 

 

以  上 
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（別紙３） 

    

株式会社免疫生物研究所株式会社免疫生物研究所株式会社免疫生物研究所株式会社免疫生物研究所第２回新株予約権（第三者割当て）第２回新株予約権（第三者割当て）第２回新株予約権（第三者割当て）第２回新株予約権（第三者割当て）    

発発発発    行行行行    要要要要    項項項項    

 

１．本新株予約権の名称 

 株式会社免疫生物研究所第２回新株予約権（第三者割当て)(以下「本新株予約権」という｡） 

２．申 込 期 間 

 平成 28 年２月 29 日 

３．割 当 日 

 平成 28 年３月１日 

４．払 込 期 日 

 平成 28 年３月１日 

５．募 集 の 方 法 

 第三者割当ての方法により、すべての本新株予約権をメリルリンチ日本証券株式会社に割

当てる。 

６．本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(１) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 800,000 株とする（本

新株予約権１個当たりの目的たる株式の数（以下「割当株式数」という｡）は100株とする｡）。

但し、下記第(２)号乃至第(４)号により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権

の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。 

(２) 当社が第 11 項の規定に従って行使価額（第９項第(２)号に定義する｡）の調整を行う場

合には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数

は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第 11 項

に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。 

調整後割当株式数 ＝ 
調整 前 割 当 株 式 数  × 調整 前 行使価額  

調整後行使価額  

(３) 調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る第 11 項第(２)号、第(５)号及び第

(６)号による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日と

する。 

(４) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後の割当株式数の適用開始日の前日まで

に、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整

後割当株式数及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、第 11 項第

(２)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合

には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

７．本新株予約権の総数 

 8,000個 

８．各本新株予約権の払込金額 

 金 727 円（本新株予約権の目的である株式１株当たり 7.27 円） 
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９．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

(１) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割

当株式数を乗じた額とする。 

(２) 本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行

使価額」という｡）は、当初 840 円とする。 

10．行使価額の修正 

第16項第(３)号に定める本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「修正日」という。）

の直前取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない

場合には、その直前の終値）の 90％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額（以

下「修正日価額」という。）が、当該修正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合

又は下回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に修正される。但し、

修正日にかかる修正後の行使価額が 672 円（以下「下限行使価額」といい、第 11 項の規定を

準用して調整される。）を下回ることとなる場合には行使価額は下限行使価額とする。 

本新株予約権のいずれかの行使にあたって上記修正が行われる場合には、当社は、かかる

行使の際に、当該本新株予約権者に対し、修正後の行使価額を通知する。 

11．行使価額の調整 

(１) 当社は、当社が本新株予約権の発行後、下記第(２)号に掲げる各事由により当社の普通

株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下

「行使価額調整式」という｡）をもって行使価額を調整する。 

      新 発 行 ・ 

処分株式数 
× １株当たりの 

払 込 金 額 

調 整 後

行使価額 
＝ 調 整 前

行使価額 
× 

既発行

株式数 
＋ 

時 価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

(２) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後の行使価額の適用時期につ

いては、次に定めるところによる。 

① 下記第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、

又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む｡）（但

し、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）の行使、取得請求権付株式

又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によっ

て当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式

を交付する場合を除く｡） 

調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日と

し、無償割当ての場合はその効力発生日とする｡）以降、又はかかる発行若しくは処分に

つき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降こ

れを適用する。 

② 株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後の行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。 

③ 下記第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定め

のある取得請求権付株式又は下記第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当
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社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）

を発行又は付与する場合（但し、当社又はその関係会社（財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則第８条第８項に定める関係会社をいう。）の取締役その他の役員

又は使用人に新株予約権を割り当てる場合を除く。） 

調整後の行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全

部が当初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものと

し、払込期日（新株予約権の場合は割当日)以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日

以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合には、その日の翌日以降これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付さ

れたものを含む｡）の取得と引換えに下記第(４)号②に定める時価を下回る価額をもって

当社普通株式を交付する場合 

調整後の行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤ 本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降

の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至

③にかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。

この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行

使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。 

 

株式数 

 

＝ 

調 整 前 

行使価額 
－ 
調 整 後 

行使価額 
× 

調 整 前 行 使 価 額 に よ り  

当該期間内に交付された株式数  

調整後行使価額 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

(３) 行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円

未満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要と

する事由が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代

えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。 

(４)① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨

五入する。 

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額が初めて適用される日に先立つ

45 取引日目に始まる 30 取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終

値の平均値（終値のない日数を除く｡）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小

数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。 

③ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるため

の基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後の行使価額を

初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日に

おいて当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。また、上記第(２)号⑤の場合

には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日において当社が有する

当社普通株式に割当てられる当社の普通株式数を含まないものとする｡ 
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(５) 上記第(２)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社

は、本新株予約権者と協議の上、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。 

① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要

とするとき。 

② その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生により行使価

額の調整を必要とするとき。 

③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行

使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要が

あるとき。 

(６) 上記第(２)号の規定にかかわらず、上記第(２)号に基づく調整後の行使価額を初めて適

用する日が第 10 項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な行使価

額及び下限行使価額の調整を行う。 

(７) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後の行使価額の適用開始日の前日までに、

本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前の行使価額、調整後の

行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記第(２)号⑤に

定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用

開始日以降速やかにこれを行う。 

12．本新株予約権を行使することができる期間 

平成 28 年３月２日から平成 30 年３月１日までとする。 

13．その他の本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできない。 

14．本新株予約権の取得 

(１) 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の

払込期日の翌日以降、会社法第 273 条及び第 274 条の規定に従って通知をした上で、当社

取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当たり 727 円の価額で、本新株予約権者（当

社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。一部取得を

する場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものとする。 

(２) 当社は、当社が消滅会社となる合併又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式

移転（以下「組織再編行為」という。）につき当社株主総会で承認決議した場合、当該組織

再編行為の効力発生日前に、本新株予約権１個当たり 727 円の価額で、本新株予約権者（当

社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

(３) 当社は、当社が発行する株式が東京証券取引所により監理銘柄、特設注意市場銘柄若し

くは整理銘柄に指定された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に指定された日

又は上場廃止が決定した日から２週間後の日（休業日である場合には、その翌営業日とす

る。）に、本新株予約権１個当たり 727 円の価額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保

有する本新株予約権の全部を取得する。 

15．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第

17 条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に 0.5 を乗じた金額とし、計算
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の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金

の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

16．本新株予約権の行使請求の方法 

(１) 本新株予約権を行使する場合、第 12 項記載の本新株予約権を行使することができる期間

中に第 19 項記載の行使請求受付場所に対して、行使請求に必要な事項を通知するものとす

る。 

(２) 本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際

して出資される財産の価額の全額を現金にて第20項に定める払込取扱場所の当社が指定す

る口座に振り込むものとする。 

(３) 本新株予約権の行使請求の効力は、第 19 項記載の行使請求受付場所に対する行使請求に

必要な全部の事項の通知が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資される財産

の価額の全額が前号に定める口座に入金された日に発生する。 

17．新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。 

18．本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発行要項及び割当先との間で締結する予定の第三者割当て契約に定められた諸条件を考

慮し、一般的な価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社

の株価、当社株式の流動性、割当先の権利行使行動及び割当先の株式保有動向等について一

定の前提を置いて評価した結果を参考に、本新株予約権１個の払込金額を金 727 円とした。

さらに、本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は第９項記載のとおりとし、行

使価額は当初、平成 28 年２月 10 日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終

値に相当する金額とした。 

19．行使請求受付場所 

 三菱 UFJ 信託銀行株式会社 証券代行部 

20．払込取扱場所 

 株式会社東和銀行 藤岡支店 

21．社債、株式等の振替に関する法律の適用等 

 本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全

部について同法の規定の適用を受ける。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社

証券保管振替機構の定める株式等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従う。 

22．振替機関の名称及び住所 

 株式会社証券保管振替機構 

 東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号 

23．その他 

(１) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(２) 本新株予約権の条件は、市場の状況、当社の財務状況、本新株予約権の払込金額その他を

踏まえ、当社が現在獲得できる最善のものであると判断する。 

(３) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長に一任する。 
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以  上 

 


